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お問い合わせ先 

株式会社日本政策投資銀行 

新潟支店 企画調査課 

Tel: ０２５－２２９－０７１１ 

６年連続で製造業が増加となり、 

全産業で 11.5％と二桁増加の計画 

～製造業 21.6％増、非製造業 0.5％減～ 



Ⅰ 調査要領 

１．調査対象 

    新潟県に現に事業所を有するか、または今後当該地域への進出が予想される企業の 
うちで、原則として資本金１億円以上の民間法人企業。ただし、金融保険業などを 
除く。 

 

２．調査方法 

   調査は対象企業へのアンケート調査票の送付により実施。 
設備投資額は工事ベースの金額。 

 

３．調査内容 

    今回は 2017・2018 年度の設備投資額（実績・計画）をアンケート調査。 

 2016 年度 2017 年度 2018 年度 

2017 年６月前回調査 実 績 計 画  

2018 年６月今回調査  実 績 計 画 

 

４．調査時期 

   2018 年６月 25 日を期日として実施。 

 

５．回収状況 

 全 国 新潟県 

本社所在企業数 

発送企業数 １０，０８１社 ３３６社

回答企業数 ６，０２９社 ２２９社

回 答 率 ５９．８％ ６８．２％

 

６．産業分類について 

原則として主業基準分類（企業の主たる業種に基づき分類）で集計。 
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Ⅱ 調査結果の概要 

１．２０１７年度の設備投資実績 

概  況 2017 年度の設備投資実績は、製造業は 5.6％増、非製造業は 5.9％減となり、全

産業では 1.7％減と３年ぶりに減少に転じたが、電力を除く全産業では 8.6%増

となった。 

製 造 業 工場増築・設備更新投資等が一服する「食品」（16.0％減）、「その他の製造業」

（10.3％減）などで減少するものの、エレクトロニクス関連で生産能力増強投資

のある「化学」（20.0％増）や「電気機械」（35.5％増）、「紙・パルプ」（16.4％

増）などで増加し、全体では 5.6％増となった。 

非製造業 店舗新設投資のある「卸売・小売」（55.0％増）、環境関連投資のある「サービ

ス」（149.8％増）などで増加する一方、「電力」（21.2％減）などで減少し非製造

業全体では 5.9％減となったが、電力を除く非製造業全体では 12.2％増となった。 

 

２．２０１８年度の設備投資計画 

概   況 

2018 年度の設備投資計画は、店舗新設投資等が一段落する非製造業で 0.5％減となる

一方、生産能力増強投資のある製造業で 21.6％増となり、全産業で 11.5％増（除く電力

11.6％増）と二桁の増加に転じる計画。 

 

製 造 業 

能力増強投資が一段落する「化学」（12.3％減）や工場新設投資が一服する「食品」（18.3％

減）で減少するものの、エレクトロニクス関連など生産能力増強投資のある「電気機械」

（294.9％増）や、金属製品で合理化・省力化投資のある「その他の製造業」（52.0％増）

で増加し、全体で 21.6％増となり６年連続で増加の計画。 

 

非製造業 

観光需要を受けた設備新設投資のある「運輸」（42.0％増）、安定供給に向けた増設更新

投資のある「ガス」（17.7％増）で増加の計画であるが、店舗新設投資が一段落する「卸

売・小売」（13.3％減）や設備新設投資が終了する「通信・情報」（28.1％減）などで減少

し、非製造業全体では 0.5％減（除電力 0.5％減）となり２年連続で減少の計画。 
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［新潟県設備投資増減率推移］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：％）

計　画

2013 2014 2015 2016 2017 2018

(今回） (今回）

全 産 業 1.5 ▲ 9.5 16.8 7.1 ▲ 1.7 11.5

（除電力） 26.9 ▲ 7.6 ▲ 0.9 ▲ 3.8 8.6 11.6

製 造 業 0.5 18.9 0.1 9.5 5.6 21.6

非 製 造 業 1.7 ▲ 18.2 23.8 5.8 ▲ 5.9 ▲ 0.5

（除電力） 52.6 ▲ 28.0 ▲ 2.0 ▲ 17.3 12.2 ▲ 0.5

［2013年度を100とした指数］ （2013=100）

計　画

2013 2014 2015 2016 2017 2018

(今回） (今回）

全 産 業 100.0 90.5 105.7 113.2 111.3

（除電力） 100.0 92.4 91.6 88.1 95.7 106.8

製 造 業 100.0 118.9 119.0 130.3 137.6 167.4

非 製 造 業 100.0 81.8 101.3 107.1 100.8

（除電力） 100.0 72.0 70.6 58.4 65.5 65.1

［参考］全国設備投資増減率推移 （単位：％）

計　画

2013 2014 2015 2016 2017 2018

(今回） (今回）

全 産 業 3.0 6.9 4.5 2.2 2.4 20.3

（除電力） 4.1 7.8 3.4 3.6 0.7 19.9

製 造 業 ▲ 2.5 5.0 8.3 5.1 1.6 25.4

非 製 造 業 5.9 7.9 2.7 0.8 2.8 17.3

（除電力） 8.5 9.5 0.5 2.7 0.2 16.5

実　績

実　績

実　績

11.5

21.6

▲ 0.5

▲ 25.0

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0
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2013 2014 2015 2016 2017 2018

%

年度

全産業 製造業 非製造業

(今回) (今回)

－3－



Ⅲ ２０１７年度業種別設備投資動向 

 

 （単位：億円、％） 

 2016 年度実績 2017 年度実績 17/16 増減率 寄与度 

全 産 業 １，５９０ １，５６３ ▲１．７ ▲１．７

 （除電力） １，０４２ １，１３１ ８．６ ５．６

製 造 業 ５７６ ６０８ ５．６ ２．０

 食 品 １２５ １０５ ▲１６．０ ▲１．３

 紙 ・ パ ル プ ６０ ７０ １６．４ ０．６

 化 学 ２０３ ２４４ ２０．０ ２．６

 非 鉄 金 属 １ １ ４０．０ ０．０

 一 般 機 械 ３４ ３８ １１．４ ０．２

 電 気 機 械 ２１ ２９ ３５．５ ０．５

 輸 送 用 機 械 ３９ ３９ ▲０．６ ▲０．０

 そ の 他 の 製 造 業 ９３ ８３ ▲１０．３ ▲０．６

非 製 造 業 １，０１５ ９５５ ▲５．９ ▲３．８

 （除電力） ４６６ ５２３ １２．２ ３．６

 建 設 ２３ ２３ ▲１．８ ▲０．０

 卸 売 ・ 小 売 １０９ １６９ ５５．０ ３．８

 不 動 産 １０ ３４ ２４０．８ １．５

 運 輸 ５８ ７３ ２４．９ ０．９

 電 力 ５４９ ４３２ ▲２１．２ ▲７．３

 ガ ス ７２ ７１ ▲１．８ ▲０．１

 通 信 ・ 情 報 １９ １９ ▲０．７ ▲０．０

 サ ー ビ ス ２６ ６５ １４９．８ ２．４

 その他の非製造業 １４８ ６９ ▲５３．６ ▲５．０

(注 1) 寄与度は、全産業の増加率に対する当該業種の増減寄与度  

(注 2) その他の製造業：窯業・土石、金属製品、その他製造業 

    その他の非製造業：鉱業、リース、その他非製造業           
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【２０１７年度スカイライン表】 
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Ⅳ ２０１８年度業種別設備投資動向 

 

 （単位：億円、％） 

 2017 年度実績 2018 年度計画 18/17 増減率 寄与度 

全 産 業 １，２５３ １，３９８ １１．５ １１．５

 （除電力） １，２４７ １，３９２ １１．６ １１．５

製 造 業 ６８４ ８３１ ２１．６ １１．８

 食 品 １３５ １１０ ▲１８．３ ▲２．０

 紙 ・ パ ル プ ７４ ６７ ▲９．６ ▲０．６

 化 学 ２５０ ２１９ ▲１２．３ ▲２．５

 非 鉄 金 属 １ ２ ３５．３ ０．０

 一 般 機 械 ４４ ６４ ４４．９ １．６

 電 気 機 械 ４９ １９３ ２９４．９ １１．５

 輸 送 用 機 械 ４０ ３９ ▲３．１ ▲０．１

 そ の 他 の 製 造 業 ９１ １３８ ５２．０ ３．８

非 製 造 業 ５６９ ５６６ ▲０．５ ▲０．２

 （除電力） ５６４ ５６１ ▲０．５ ▲０．２

 建 設 ２３ ２０ ▲１４．５ ▲０．３

 卸 売 ・ 小 売 １７６ １５３ ▲１３．３ ▲１．９

 不 動 産 ３４ ２１ ▲３７．３ ▲１．０

 運 輸 ７５ １０７ ４２．０ ２．５

 電 力    ６ ６ ▲３．１ ▲０．０

 ガ ス ７１ ８３ １７．７ １．０

 通 信 ・ 情 報 ４８ ３５ ▲２８．１ ▲１．１

 サ ー ビ ス ６７ ６３ ▲６．０ ▲０．３

 その他の非製造業 ６９ ７９ １４．７ ０．８

(注 1) 寄与度は、全産業の増加率に対する当該業種の増減寄与度  

(注 2) その他の製造業：窯業・土石、金属製品、その他製造業 

    その他の非製造業：鉱業、リース、その他非製造業        
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【２０１８年度スカイライン表】 
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Ⅴ 新潟県投資企業の投資動機    

    

（注）調査対象は資本金 10 億円以上の大企業で、新潟県に設備投資を実施・計画する全国

の企業 
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Ⅵ 全国との比較 

 

（単位：億円、％）

2018年度計画 18/17増減率 寄与度 2018年度計画 18/17増減率 寄与度

1,398 11.5 11.5 218,137 20.3 20.3

1,392 11.6 11.5 209,647 19.9 19.2

831 21.6 11.8 84,100 25.4 9.4

食 品 110 ▲ 18.3 ▲ 2.0 6,589 19.6 0.6

紙 ・ パ ル プ 67 ▲ 9.6 ▲ 0.6 2,122 46.3 0.4

化 学 219 ▲ 12.3 ▲ 2.5 12,900 27.5 1.5

非 鉄 金 属 2 35.3 0.0 3,339 35.4 0.5

一 般 機 械 64 44.9 1.6 9,937 22.7 1.0

電 気 機 械 193 294.9 11.5 10,898 28.4 1.3

輸 送 用 機 械 39 ▲ 3.1 ▲ 0.1 19,210 29.1 2.4

そ の他の製造業 138 52.0 3.8 19,105 19.1 1.7

566 ▲ 0.5 ▲ 0.2 134,037 17.3 10.9

561 ▲ 0.5 ▲ 0.2 125,547 16.5 9.8

建 設 20 ▲ 14.5 ▲ 0.3 5,438 14.3 0.4

卸 売 ・ 小 売 153 ▲ 13.3 ▲ 1.9 15,492 22.0 1.5

不 動 産 21 ▲ 37.3 ▲ 1.0 19,604 21.3 1.9

運 輸 107 42.0 2.5 40,605 26.4 4.7

電 力 6 ▲ 3.1 ▲ 0.0 8,490 30.5 1.1

ガ ス 83 17.7 1.0 4,021 15.6 0.3

通 信 ・ 情 報 35 ▲ 28.1 ▲ 1.1 22,988 4.8 0.6

サ ー ビ ス 63 ▲ 6.0 ▲ 0.3 6,085 17.8 0.5

79 14.7 0.8 11,315 ▲ 1.0 ▲ 0.1

（注1）寄与度は、全産業の増加率に対する当該業種の増減寄与度　

（注2）その他の製造業：窯業・土石、金属製品、その他製造業
　　　  その他の非製造業：鉱業、リース、その他非製造業

その他の非製造業

非 製 造 業

（除電力）

新潟県 全　　国

全 産 業

 （除電力）

製 造 業
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